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研究ノート

中国の自動車産業における技術導入

と日本的経営の移転

はじめに

一．中国自動卒産業の特徴

二．中国自動車産業における外国技術の導入

三．中国自動車産業への日本的経営の移転

はじめに

中国の自動車産業は， 1986年から始まった

「7・5」計画期に「支柱産業Jとして位置づ
けられて以来，大きな発展を遂げてきた。 89

年以後，政治的な原因で自動車の生産は一時

的に落ち込んだものの， 89年までの5年間に

生産された自動車は258万台におよび，これ

は1976年から85年までの10年間の生産量より

も50万台多い。 「8・5J計画期 (1991～95)
に入ると，中固め自動車産業の発展はきらに

目覚ましいものとなった。 91年の51・4万台

の生産量に対して， 92年度は一挙に 100万台

を突破し，前年度より47%増加した。また自

動車の販売量も， 92年度は91年より37%増の

ちょうど 100万台を達成した九今日の中国

は既に日本・韓国に次ぐアジア第3位の自動

車生産国になっている。

中国の自動車産業の発畏には，政府が重要

な役割を果したことは言うまでもないが，各

泊動車生産企業自身も1978年からの「改革」

「開放J路線にしたがって，競争メカニズム
を導入し，技術革新，組織再編成，経営改善

など，積極的に努力をしたことも事実であり，

1）「我国汽車産量突破百．万綱大関」『人民日報』
（海外版） 1993年1月30目。

塞リ 万く

（斗 日本自動車企業の中国進出

仁i中国自動車産業における日本的経営の移

転

むすびにかえて一一今後の課題

その一環として， 80年以後外国の生産技術と

経営五式，特に日本的経営を積極的に導入し

始めているのである。そして，ほかならぬよ二

の諸外国の自動車生産・製造技術と経営方式

の導入が，中国の自動車産業発展の大きな促

進要因になっているのである。

本論文においては，離陸期を迎えた中国の

自動車産業が外国の生産技術を導入する過程

において，どのようなプロセスをたどってき

たのか，どのような形態をとっているのか，

どの土うな成果を上げてきたのか；また，外

国の経営方式，特に日本的経営を導入するに

当って，どのような問題に直面したのか，日本

的経営方式の中のどのようなファクターが中

国の自動車企業の中に定着したのか；さらに，

これからの中国の自動車産業は，どのような

課題を抱えているのか；等々の問題について，

実例をみながらその解明につとめたいと思う。

一．中国自動車産業の特徴

中国の自動車産業は1953年，旧ソ連の援助

により，長春第一自動車製造廠（工場〉の建

設を着工したことから始まった。以来， 60年

代初頭の「調整」期と60年代の「文化大革命」

時期において大きな落ち込みがあったが，全

般的に見ると速いスピートで発展してきた
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第1表中国自動車生産台数の推移 (1957～91年；万台〉

年度 I57 I 65 I n I 75 1 80 1 81 1 82 I 83 I 84 I 85 I 86 1 87 1 88 I 89 I 90 1 91 

生産台数Io. 7914. osl n. 0113.坤2.23117.16117. 63123.坤1仰向坤7坤4.4加35150.ぺ51.4o 
出所〉『現代中国経済事典』 (1982年版〉と三菱総合研究所編『中国情報ハγ ドブック』 (1991年版〉および『人民日報!1
〈海外版） 1992年8月1日の記事により作成。

第1図中国自動車生産台数の推移（1956～91年〉
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出所〉南亮進「中国の自動車工業J『アジア経済』 (1988年12号） 7ベージおよび『人民日報』（海外版〕
の記事により作成。

（第1表，第1図参照〉。しかし，アメリカ，

日本， ドイツ， イギリスなどの先進諸国に比

べ，中国の自動車産業はその歴史が浅く，規

模が小さいうえに，管理体制および国際環境

を背景にしたさまざまな問題を抱えている。

しかし，最大の問題は何といっても，技術の

低水準，産業組織の未発達および企業組織の

硬直性である。

技術の低水準については，外的要因もさる

ことながら，中国白身に問題があったことも

決して否定できない。すなわち， 50年代のア

メリカを始めとする西側諸国の中国に対する

「技術封鎖」と60年代の中ソ関係悪化で，外

国の先進技術がなかなか導入できなかったこ

とは周知の事実であるが，中国自身としても，、

1949年の民族解放から1978年の対外「開放」

宣言までの聞に，極端な「自力更正」路線を

堅持し，外国の技術導入とプラント輸入に対

して， 「洋奴哲学」と名付，批判したり，排

除したりするなど，政策面で大きな誤りを311
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したのである。また，競争メカニズム欠如の

ため，各企業も技術革新に対する熱意に欠け，

前近代的な技術に甘んじていた。 「中国自動

車の揺藍」と言われている長春第一汽車製造

工場〈以下は「ー汽」と略す」では， 1956年

に旧ソ連から導入した「CAlO型」4トン「解

放Jトラックを生産し始めてから， 86年に
「CA141型」 5トン・トラックを誕生させる

までの30年間に，何回かの局部的な改善もあ

ったが，基本的にはCAlO型からCA15型ま

での中型トラックを生産しており，その基本

構造と主な性能指標は依然として50年代のレ

ベルにとどまっていた。生産設備から見ても

14, 100台ある機械の平均耐周年数は20.73年

で，平均新度（設備の現値対原値の比〉は僅

か14.4%である。2）中小企業ではさらにひど

く， 20年代の設備を使って，年間僅か数十台

の車を細々と生産している自動車工場も珍し

いことではなかった。

言うまでもなく，低レベルの技術で質の高

い自動車が生産できるはずはない。中国の自

動車に使われるエンジンのガソリン燃焼度は

低く，廃棄量が多いうえに，故障率も高い。

国産の部品を使って製造された自動車は，日

本の規格から見れば殆どが不合格品であると

言われている。 1987年末の中国の自動車保有

台数は400万台余りであるが，このうち 3分

のl以上は輸入車で，乗用車だけを見れば30

万台のうち80%以上は輸入車となっている。

また，更新が必要な老朽車両も60万台以上あ

ると言われている。ω

産業組織の未発達とは，企業間の分業・協業

システムの欠如のことを指している。「一汽」

を建設するとき，中国の工業基盤は全般的脆

弱で，自動車のような数千個以上の部品を有

2〕国務院経済技術社会発展研究中心技改調研組
編『ー汽在改革開放時期的技術改造』〈中国財
政経済出版社） 4ページ。
3〕中島誠一「中国の自動車産業(1〕」 (JETRO
『中国経済』 1988年7月号） 54ページ。

する複雑な製品を組み立てるために必要な31r

立の部品工場が殆ど無かったので，一つの工

場の中で部品の製造から最後の組み立てまで

すべてをやらざるをえない面も確かにあったか

しかし，国にしろ企業にしろ積極的に部品工

業を育てる意思がなかったことも事実であるか

その結果， いわゆる「大而全・小而全」（大

きな工場でも小さな工場でもすべて揃えてい

る〉といった現象が生じてくる。例えば，

1986年のプル・モデルチェンジ以前の「ー汽」

の場合，車のエンジン，シャシーからタイヤド

ドアのロックまでほとんど同ーの工場で生産

していた。 25の専門工場のうち， リリーフ工

場は何と 7つもあった。したがって，部品自

製率を見ると，日本のような先進国の自動車

製造工場では20～30%であるのに対して，
「一汽」では60～70%にも達している。この

ことは第二汽車製造廠（以下は「ニ汽」と略

す〉でも同じである。 「二汽」集団が結成さ

れる以前には，「EQ104型」 5トン・トラッ

クの671種類の部品は殆ど「二汽」の工場で

生産され，部品自製率も75%に達している 04) 

さらに，「企業が社会を作る」（「企業弁社

会」という〕と言われるように，企業は生産

だけではなし従業員の目常生活のすべての

面倒をも見なければならない。その結果，一

つの企業は生産・製造工場以外に，学校・病

院などの生活施設も持たざるをえなくなる。

これにより，企業の規模は一層膨張する。例

えIi，例の「一汽JIこはおの専門工場と四つ

の研究所（院〉以外に， 500床を持つ病院と，

三つの工科大学， 15の小中学校， 21カ所の幼’

稚園があるP まさに一つの企業はその従業今
員の「生・老・病・死」すべてのおり場とな

っているのである。

以上のような現象は，「一汽」「ニ汽」のよ

4）束風汽車工業連営公司「企業集団の役割」（『企
業管理』 1991年10月号） 15ページ以下参照。
5）小宮隆太郎著『現代中国 日中の比較考察品
（東京大学出版会， 1989年初版〕 246ページ。
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うな大企業だけではなく，年産僅か 100台の

..1J、さな工場でも同様に見られ，中国企業の共

通の特徴となってし可。その結果，特定の製

品の生産量が小さくならざるえない一方で，

中国工業のもつスケール・メリットの発揮が

妨げられ，生産能率は低水準に陥ってL、る。

労働生産性だけを見ても，中国の自動車産業

は日本の5分のlから10分のlにすぎない。ω

中国自動車産業のもう一つの特徴は，企業

五回誌の硬直性である。これは中国のすべての

ψ国営企業がかかっている共通の病である。す

なわち，中国の国営企業の組織は幾つかの特

v徴を持ってL、るが円 その一つは明確なヒエ

ヲルヒカル組織構造であり，今一つは職務領

域の細分化である。また，固定的分業他をと

り，個々人の責任が明確化されている。これ

らは， 1950年代に旧ソ連から輸入した企業管

山理制度に基づくものであり，その背景には何

よりも雇用の確保を最重要課題として位置づ

け，未熟練の労働者を過剰に雇用せざるをえ

ない状況を前提に，し、かに大量生産システム

を確立するかという考えに基づくものである。

そして，これに従来の所得分配制度上の「大

：鍋飯」（日の丸，親方の怠〉，雇用制度上の

ど「鉄飯碗」（過剰雇用，失業無しの意〉，人事制

度上の「扶交椅」（企業幹部の終身制〉との間

：題を加え，中国独特の企業システムが形成さ

れたのである。このシステムにおいては，企

業内の職種が細分化され，個人の責任が明確

化にされているが，かと言って厳格な信賞必

罰が適用されているわけではない。従業員聞

の協力関係も極めて例外的にしか存在しない。

また，労働者Lの同に収入格差を付けさせない

ために， 8級賃金表に墾づく年功賃金と固定

手合が中心となっており，能率給のウエートは

の南亮進「中間の自動車工業 産業組J織と技
術」（『アジア経済』 1988年12月号〕 76ページ
参照。

7〕丸山伸郎「技術移転の視点から見た日中合弁
企業が直面する経営ょの諸問題」（『日中合弁』
JETRO, 1991年6月） 10ページ。

小さい。また，職種聞のローテーション制度は

なく，職種聞の交流または協力関係も希薄で

ある。さらに，プロモーション・システムはな

いので，多能工化へのインセンティプに欠け，

単能工が一般的である。このような特徴をも

っ中国の自動車企業は，当然ながらその経営

活力に欠け，生産性も低くならざるを得ない。

しかし， 1978年11月に中国共産党第11期第

3回中央委員会で打ち出された「改卒」「開

放」路綜を契機に，また，白動車の国民経済

における重要性が増大してきたこともあり，

中国の自動車企業はその内部の改革を断行す

ると同時に， 80年代初期からはアメリカ，日

本， ドイツ，フランス， イギリス， イタリア

などの自動車大同から，自動車の生産・製造

技術を導入し始めたのである。

ニ．中国自動車産業における

外国技術の導入

中国政府は， 1978年に外国技術導入による

産業発展政策を正式に打ち出した。そのもと

で白動車産業は80年代以降，日米欧自動車メ

ーカーとの交流を積極的に行なし、世界の70

年代から80年代初めの水準の各種設計・製造

技術などについて200種ほど導入している。

1983年5Jj，北京自動車製造廠は米国のア

メリカ・モーターズ社と合意して，合弁企業

「北京ジープ有限公司」を設立した。資本金

は約1億元（中国側68.65 %, 米国側31.35 

%），合弁期間は 20年で＇ 84年1月に創業し

た。これに続き， 84年10月，上海自動車製造

廠がドイツのvw社と合弁して，「上海大衆
汽車有限公司」を誕生させた。乙の合弁会社

の投資額！士5億マルクで， 88年からその第一

段階として3万台のサンタナと10万台のエン

ジンの生産を開始した。当初は，多くの部品

がドイツで生産されていたため，中国にある

工場はこれを組み付けるだけであったが，近

年では国車化が着実に進展しており， 1990年

には上海汽車のサンタナの国産化率は60%に
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第2表中国と海外自動車メーカーの技術協力状況

中国側企業｜パートナー！ 製 品 恒竺竺引契約時期
三菱自動車工業 ｜大型トラックキャフぞ ｜投資結合i’84.11 
日野自動車工業 i大型トラック附／M 技貿結合 1 '85. 3 

長春第一汽車 日産自動車 1小型トラックキャフe ｜技貿結合［ ’84.11 

クライスラ（米〉 l附与I'87. 8 カ苧ソリンエシジン

吉林軽型車厳 I,. . L 出－－＇－－~->ll.<..
（第一汽車分工場〉 ド U 下司十一川 qυ のバV与供術士又4寸4

大型トラック用

湖北第二汽車 i日産ディーゼル工業
キャブ

技術供与 1 '85. 9 
アクスノレ

T/M 

北京第一汽車 IAMC （米〕 j 4WDジープ“チェロッキー” 弁｜’83.5 

北京第二日｜いすず自動車 ！小型トラック（車両全体〕 l技貿結合｜ 85. 1 
北京内燃機廠 IGM  c米〉 j 2. 0リットノレガソリンエンゾン i技術供与｜ ’88. 1 
天 津 Jペ 車トイツ工業 i軽トラックパン ！附与l山乗用車“シャレード’p

上 海 Y‘マゴ' ｜乗用車“サンタナ” 弁 I 84.10 

南 京 汽 車［イベコ（伊〕 ｜中型トラック ｜技術供与i85. 3 
広 ナ｜、｜ 汽 事 ！フ。ジョー ω ｜小型トラック“505” 弁 1 '85. 3 

｜大型トラック (16トンω い術供与｜重 型 汽
車 （オーストリア〕

重 慶 t、h' 車 I いすず自動車 ｜小型トラック エノレフ” 弁 1 '85. 2 

和p リ、！？ 汽 車 ｜三菱自動車工業 ｜軽トラック・パン“ミニカ” ｜技術供与｜ 百 7

f斗E』二 杯 汽 事 ｜トヨタ自動車 ｜ワゴン車「ハイエース」 ｜技術供与 ’88 

西 南 汽 車 ！いすず自動車 ｜小型トラ、yク「ヱノレフ」 ｜技術供与 1 '88 

江 西 汽 車 jいすず白動平 ｜小型トラック「エルフ」 ｜技術供与 1 '85. 1 

出所〉成松軍事J「わが国の自動車産業と中国」『中国経済リポートdJ(1989年1月号） 30ベージより作成。

8）『日経産業』 1992年7月28日。

慶汽車製造廠，江西汽車製造廠など，中国の

主力自動車メーカーは次々と合弁・技貿結

合9）および技術供用などの形で，外国の自動

車資本と提携し始めた。今日に至るまで，中

9）これは， 1984年に中国から提案した技術導入
を製品輸入と抱き合わせる貿易方式，つまり p

一定量の製品輸入を条件として，ある技術の

提供を要求する貿易方式である。

達している。 91年度の中国合弁企業の好業績

番付けでは，上海vwがトップの座を獲得し
た。8)

北京・上海の自動車工場に続いて，天津汽

車製造廠， 「一汽J, 「二九j, 金杯汽車有限

公司，南京汽車製造廠，広州汽車製造廠，重
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第2図技術協力による工場の所在地

t工内汽車／いすず
技術提捻

重型汽車／スタイヤー
技術提携

出所〉成松前持論文 f中国経済リポート』 31ベージより作成。

圏の殆どの自動車メーカーは何らかの形で外

？資と一定の関係を持つようになってL、る（第

2表，第2図参照〉。

中国の白動車産業における外国技術の移転

方式は，以下の3つのタイプがある。10)

第一は，外国の企業との問で合弁企業を設

立して， KD生産を行う方式である。前述し

た上海白動車とドイツvwとの合弁による乗
用車「サンタナ」の組み立てがもっとも有名

であるが，それ以外にも，北京ジープとアメ

リカ・モーターズとの合弁による「チェロキ

ー・ジープ」の生産， 85年に始まった広州自

動車と仏プジョンとの合弁によるピックアッ

プートラックの生産，また，璽慶汽車と B本

のいすず白動車との合弁によるN シリーズ

（エルフ〉の生産がある。この方式では，部

品の殆どは輸入に頼っている。

10〕南前掲稿， 81ページ以下参！照。

第二は，外国企業との技術提携によって外

国車の技術をそっくり買う，いわゆる「ライ

センスJ方式である。代表的な例は天津自動
車工場である。この工場は日本のダイハツ工

業と小型トラック「ハイゼット」（現地名は

「天津大発」〉と小型乗用車「シャレード」の

ライセンス生産の契約を結んだ。契約の期間

は「ハイゼット」が1984年からの7年間で，

「シャレード」が86午からの7年間である。

「ハイゼット」の生産台数は87年lこは 5,000

台であり，これに対して「シャレードJの87

年までの累計生産台数は600台である。「ハイ

ゼット」の国産化率は，提携の始まった年に

は10%に過ぎなかったが， 1988年には80勿以

上に達している。11)

このほかにも， トヨタから金杯白動車にハ

11）鐙伯元「国産化を目指して対外経済技術協力
を推進」（『中国経済リポート』1989年1月号〉
26ページ。
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イエース車の技術提携，日産から「ー汽」に

キャブスターの技術提携，いすずから江西汽

寧にエルフの技術提携などがある。

第三l土，各種の個別技術を複数の外国企業

から導入して組み合わせ，言わば「混血事」

を設計する方式である。 「一汽」のトラック

「解放」はその典型である。中型トラックC

A141 ( 5トン〉と CA150P (6トン〉は三

一菱自動車からキャブオーバーとシャシーの技

術，日野自動車からトランスミッションの技

術，英オートモービル・プダグト社からクラ

ッチの技術を導入し，それらを総合して1つ

の車i二まとめたものである。寄せ集めである

ため，車の性能は低いが，その代わり部品は

司殆ど閏産である。エンジンについては技術移

：転はL、まだに実現していないが， 1987年7月

の米グライスラーとのライセンス生産に当た

って，同社はミシガンナト｜のトレントン工場の

3本生産ラインのうちの一つを購入し， 1990

年から生産を開始している。

「二汽Jもこれに似た状況で、ある。ここで
は現在のところ主に白力で開発した中型トラ

ック「東風JE Q140 ( 5トン〉を生産してい

るが，このほかに大型トラックの生産計画も

ある。例えば， 8トン・トラックの計画では，

キャプ，シャシー， トランスミッションのラ

イセンスを日産自動車から，パワーステアリ

ングのライセンスを米TRW-Rossから取得

してし、る。

「開放」政策が実施されて以来の十数年間

に，中国の自動車産業は多くの外国の技術を

導入し，大きな成果を上げた。「7・5」計画

期だけでも 100件余りの外国の進んだ技術を

導入した。その内訳を見ると， 10件は大型車

と小型車を主とする完成事の設計・製造技術，

15件はアメリカのカミンズのエンジン，同期

装置づきのギアボックス，キャプオーバーな

どの総合技術， 34件は部品技術， 20件余りは

熱風式除草筆溶鋼炉，陰極コロイドメッキライ

ン，内装のソフトなどの技術とその設備とな

っている。また，残りの10件余りは走行モデ

ルテスト台，コンビュータ補助設計・製造な

どの製品開発技術となっている。なお， 13社

のオートパイ企業も目本のホンダ，スズキ，

ヤマハから14車種の先進的技術と設備および

生産ラインを導入してL明。12)

中国の自動車産業は，外国の生産・製造技

術を導入するとともに，その経営方式に対し

ても積極的に導入する姿勢含示している。特

に日本的経営の導入に対してはかなり熱心で

ある。つぎに，この問題を取り上げ，その実

態を分析することにしよう。

三．中国自動車産業への日本的経営

の移転

（ー〉 日本自動車企業の中国進出

日本自動車企業の中国進出は，欧米諸国の

それに比べ遅れを取った。近代化を基本国策

に据えた当初，自動車の需要が急増し，これ

に対して，中国は大量の外国車を輸入する処

置を取ったが，日本はそのブームにうまく乗

って，大量の自動車を中国市場に売り出した。

80年から81年にかけての2年足らずの間に約

5万台の日本軍が中国に輸出された。その後

も輸出は続さ， 80年の段階では既に50万台の

日本車が中国の道路を走っている。第3表は

1981年から90年までの間に中国の自動車の輸

12）鐙伯元前掲稿， 25ページ。



78 立教経済学研究第46巻第4号 1993年

入の推移を示したものだが，その殆どは日本

車である。

1986年以後，中国は国内自動車産業を保護

するという考えから完成車の輸入を厳しく制

限する一方で，外国の資本および先進技術の

導入を奨励する方針を打ち出した。欧米諸国

は，アジアで自国の自動車生産拠点を作ろう

という思惑もあって，これに速やかに反応し，

行動した。一方，日本の白動車メーカーは決

断までの時間が大変かかるということで，「石

橋を叩くばかり」とか，また，委託加工など

の簡単な作業をやらせるが，真剣な技術提携

まではなかなか遵まないということで， 「入

り口だけで出口が見えなし、」などと中国仮~に

批判されたように，対応が鈍く，行動も遅か

った。例えば，上海汽車は最初日本の自動車

メーカーに協力を求め， 80年から83年まで3

年余りの時間をかけたにもかかわらず，合意

は得られず，結局はドイツのvw祉との合弁
に結び付いた。

しかし，まもなく日本の自動車メーカーは

その遅れを自覚し始め，技術提携，ライセン

ス，合弁などすべての面で，急速なテンポで

中国の自動車メーカーと契約を結んだ。例え

ば，技術協力の面で，三菱自動車工業に次い

で日産自動車が1984年12月！こ「一汽」と技貿

結合契約に調印した。また， 85年初期にl心、

すず自動車会社および日野自動車工業がそれ

ぞれ同様の契約に調印している。また，日産

デイーゼル工業と「二汽」の大型トラックの

技術移転契約が85年8月に調印され， 90年10

月に日中間で初の合作車「EQ 153」が誕生

した。トヨタ自動車は， 88年，藩陽にある金

杯自動車工場にプレス，溶接のノーハウを提

供して， 12人乗りのワゴン車一一「ハイエー

ス」を生産し始めた。ライセンス契約として

は，前述のダイハツ工業と天津自動車工場と

の合意および生産開始がその典型的な例であ

る。合弁生産は， 85年2月にいすず自動車が

小規模ながらも重慶で実施している。これは

小型トラック「エルフ」の技術を提供して，

K D生産を行うものである。ω また，いすず

自動車からは同じエルフ技術が江西自動車

（南昌〉と貴州自動車（貴陽〉および北京軽

自動車にも提供されており， 1985年と90年に

それぞれKD生産をスタートしている。 91年

には2T級小型トラックが重慶・南昌・貴陽

3カ所合計で前年比倍増に当たる11,300台生

産されている。 92年の計画ではこれがさらに

3万台にまで跳上がっているとLづ。14)

近年，日本の部品メーカーにも新たな動き

が見え始めている。自動車部品分野を見ると，

小系製作所が土海でラシプ類の生産を開始L.

中国市場に食い込んでいるのをはじめ，原田

工業が大連で自動車用アンテナを生産していi

るほか，矢崎総業もワイヤーハーネスの生産

拠点を広東省に設けるなど，それぞれ輸出基

地化を狙っている。さらに，生産委託プロジ

ェクトでは国松工業の商用車用シードカバー

やミツワの金具やダイキャスト製品などが展

開中である。15)

日本の自動車メーカーは，その最大の「武

器」，すなわち製品と製造技術をともなって

中国大陸に入るとともに，その有力な「武器」

一一「日本的経営」を中国の自動車企業に持

ち込んだ。もちろん，中国側からの要望がそ

の背景にあヲ乙ことは言うまでもない。

（二〉 中国自動車企業における白本的経営の

移転

日本的経嘗の中同自動車．企業への移転は，

さまざまな形をとっている。

1 .研修生の受け入れと技術者の現地派遣

によって，日本的経営を現地に浸透させる。

中国側の企業管理者は研修生を伊、遣して，目

13）成松章利「我が国の自動車産業と中国」（『中
国経済リポート』 1989年1月号〕 30ページ以
下参照。

14〕『日経産業~ 1992年2Jl28日。
15）居城克治「三大・三ノトフ。ロジェクトにかける

中国自動車虚業」（『エコノミスト』 1991年2
月11日） 165ページ以下参照。
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本企業の中で臼本的経営を学ぶのがもっとも

手速い方法だと考えている。これに対して，

日本の企業も積極的に対応した。 1978年11月，

トヨタが「ー汽」の研修生を受け入れたのを

かわきりに今日に至るまでの十数年間に，毎

年日本にやってくる中国の自動車関係の研修

生は 100人以上にのぼり，ここ数年さらに増

えつつある。いすず自動車会社は， 92年に江

西汽車から54名の研修生を受け入れ，また，

今年の1月から北京軽汽公司から 55名の研

修生を受け入れる計画も立てられている。出

来日する研修生たちは，技術者以外に殆どが

中国の自動車工場の係長・班長・組長など現

場の管理者，責任者であるので，彼らが中国

に帰り，日本での経験を直接現場で生かせば，

日本的経営は自然に中国の工場に浸透してい

くだろうと考えられる。これは，最近筆者が

行なった「在日中国人研修生のアンケート調

査」の結果から見ても，ある程度実証される。

例えば， 「あなたは日本的経営方式が中国の

企業に導入できると思いますか」という間に

対して， 85%以上の人が「導入できる」と答

えている。また， 「日本の企業から何を学ぶ

べきか」という聞に対しては，「整理・整頓J,
社員の労働意欲と仕事に対する責任感J，「ジ
ョブ・ローテーション」と答える人が大多数

を占めている。

今日まで，中国から日本に派遣された自動

車関係の研修生はほぼ1,500人以上に達して

"' 6と推測される。一方，中国から研修生を

受け入れると合わせて，日本の自動車各社か

らも技術者を現地に派遣して，技術指導を行

なっている。現地に派遣された技術者たちは，

生産技術の指導を行し、ながら，管理面におい

てもいろいろなアドバイスを与えている。上

述のいすず自動車会社の話によれば，毎月平

均7人の技術者が派遣されており，その総数

は700～800人になるとしづ。17)

16〕いすず自動車本社でのヒヤリングによる。
17〕iDJ上。

2.職域拡大， 「多能ヱ」養成などを通じ

て，日本企業のフレキシピリティを学ばせる。

柔軟な職務構造は日本企業の特徴の一つであ

ると言われている。つまり，従業員の職場は

柔軟的で，互いに助け合いながら作業を進め

るのである。そして，この「軟組織構造」を

支えるのが従業員の「多能工化」である。こ

の特徴こそは日本企業の国際競争力の強さの

重要な要因であると言われている。それゆえ，

中国側は真剣に日本企業のこのようなフレキ

シプルな職務構造と多能工化を学ぼうとし，

日本の企業としてもぜひこれを中国へ伝えた

いと考えているようである。例えば， トヨタ

は1990年9月に，中国の藩陽市に「トヨタ・

金杯技能工トレニングセンター」を創設して，

トヨタ社と同じような技能工を養成する計画

をスタートさせた。当センターは毎年100人

の生徒を募集しているが，修学年数は3年で，

勉強の内容ももっぱらトヨ夕方式となってい

る。さらに，朝のラジオ体操・ミーテイング

から，現場でのOJ Tに至るまで，まるごと

日本式が持ち込まれてL、る。今日，在校生徒

数は既に300人に達し，第l期生は93年の8

月に卒業する予定である。18)

3.日本の技術文書をそのまま使ったり，

また，人員を削減したりするなど，「標準化」

「合理化J管理を中国の工場の中で実行する。
合弁とし叶形であれ，技術提携とLづ形であ

れ，中国の自動車企業は日本企業の「標準化」

「合理化」管理の導入に力を入れている。ま

た，自動車産業以外にも，このような標準

化・合理化管理を導入する企業が少なくない。

例えば，同じ製造業の北京・松下カラー・ブ

ラウン管有幌公司は，その典型的な例であ

る。19)

18〕トヨタ自動車東京本社でのヒヤリングによる。

19〕中国企業管理協会研究部編「中外合資企業管
理』（企業管理出版社1991年版） 173ページ以
下参照。
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同会社は，北京の四つの会社が日本の松下

電器との合資で， 1987年9月に北京で創設し

た合弁会社で、ある。総投資額は4億9千万人

民元（日本円で125億円近く〉で，両国の出資

率は各々50%づつである。従業人数は 1,292

人で，年間181万台のカラー・ブラウン管を

生産している。この会社を創設した中国側の

当初の意図が外資利用，外国の生産技術の導

入とともに，日本の管理技術を学ぶことにあ

ったことははっきりしている。標準化管理に

ついては，合弁会社は従業員個々人の随意性

を最大限に抑えるために，松下会社の四つの

技術文書，すなわち基本仕様書・製造仕様書・

検査仕様書および操作仕様書をそのまま導入

し，管理者から作業員に至るまで，全員に対

してこれを守らせようとした。その結果，標

準化管理は徐々にこの合弁会社に定着してい

き，これからの「国産化J, または技術人材

の育成のための参考になるといわれている。

合理化管理は，まず「余員」の削減から始ま

った。つまり，一つのポストに何人も設置す

る従来の組織慣行を廃し，各課・係・班につ

いて，それぞれ課長・係長・班長を一人だけ

を配置し，副職は一切配置しないのである。

そして，従業員の数を厳格に制限して，一人

に幾つもの仕事を担当させるようにした結果，

「多能工」（「ー専多能」とL、う〉化も進みつ

つある。

4.社内での資料公開，「大部屋制」導入，

懇談会開催など，企業内の各部門聞の交流を

深め，管理者と従業員との結び付きを強化す

る。日本の会社においては，各部門間で頻繁

に情報交換が行われ，横のつながり関係が非

常に密接であると言われている。これに対し

て中国の企業においては，個人主義， 「壁」

主義の傾向が強く，従業員の責任感が希薄化

しているために，お互いの協力関係もあまり

ない。これに対して，たとえば，いすず自動

車と重慶汽車工業公司との合資で設立された

慶鈴自動車有限公司は，日本側の「『光』をも

っと多く」，「『壁』を崩せ」というアドバイス

を受けて，会社内の個々人の協力関係の促進

に努めた。現場においては，作業員聞の協力

運動が実施され，開発・生産・販売・技術・

財務などの職能部門聞において，「大部屋制」

が導入された結果，フェイス・ツー・フェイ

スの交流が深まり，資料管理のシステム化が

実現した。

また，管理者と従業員，あるいは上司と部

下との聞に，相互信頼・協調一致の人間関係

を確立させるために， たとえば，前述の北

京・松下ブラウン管会社では，毎週月曜日の

朝，上級管理職の人たちが会社の玄関の前で，

出勤してくる社員たちを出迎え，挨拶をして

し、る。また，従業員の誕生日あるいは結婚式

や葬式のときに，各部門の責任者は必ず挨拶

するか，または直接参列しに行く。このほか

にも，各班・係は毎月懇談会を聞き，互いに

意見を交換することにより，人間関係を密接

にしている。これらの活動を通じて，管理者

と一般従業員との聞の距離感がしだいに縮小

され，集団意識も生まれたとされる。20)

5. トヨタの「カンパン方式」と日本の「企

業系列」を学び，企業集団結成を図る。トヨ

タの「カンパン方式」は，今日では世界の共

通語になったと言われている。欧米において，

「ジャスト・イン・タイム」としづ言葉で表

現されているトヨ夕方式は，産業界によく知

られ，これを導入しようとする動きがかなり

目立っている。中国の自動車業界においても，

近年，このトヨ夕方式を導入する動きが強く，

一定の成果を上げてL叩。金杯自動車がトヨ

タと合同で， 「トヨタ・金杯技能工トレニン

グセンター」を創設して，本格的にトヨ夕方

式を導入しようとしていることは既に述べた

が，中国自動車業界で最大規模の「二汽」に

は， 「かんばん方式」をモテルとして作り上

げた「現場総合管理・かんぱん方式Jという

20〕向上。
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第4表中国の主要自動車企業グループ

主力工場 ｜関連工場数｜総従業運数｜ 主な生産車種
I I C方i人〉！

放 長製春造第一自動車 113 21 乗中型用車ト（ラ紅ッ旗ク〉（解放〉， 小型トラック，
工場

風 湖製北第二自動車 297 25 中型トラック（東風〉，微型，小型，
造工場 重型トラック

型 済製造南工場自動車 50 7 重型トラック（黄河，紅岩，延安〉

京 北京第二自動車 120 5.5 微型，小型トラック，ジープ製造工場

津 天製造津工場自動車 100 24 微型，小型トラック，乗用車，
ミニパス

京 南京場自動車 50 5.5 微型，小型トラック製造工

海 上製造海工場自動車 143 10 各乗用車（サンタナ〕，パス，
種トラック， トラクター

南 軍中事・業民間の n, a 6.5 微型，小型トラック小企

解

東

重

;j 

出所〉玉健稿「中国自動車企業構造とその再編成」角谷登志雄編著『激動の世界と企業経営』 〔同文鎗，
1992年版） 217ベージ。

管理方法は，中国における17種類ある優れた

企業内部管理方法のーっとして高く評価され

ている。21)

また，中国自動車企業の「散在」・「乱立」・

「低品質」とし寸問題を解決するために，日

本の企業系列の経験を参考にして，中夫政府

の指導のもとに， 82年に七つの企業集団が成

立した（表4参照〉。 84年には中国自動車工業

物質供給公司と中国自動車工業投資開発公司

が設立されたが，その一方で，京津翼自動車

工業連営公司が解散した。そのほかに，天津

自動車工業連合公司，藩陽自動車工業連合公

司，中国嘉陵工業株式有限公司，広州標致自

動車有限公司，西南小型自動車連営公司，軍

事工業企業連合体などが形成されている。こ

れら企業集団は，最初「緩やか型」（松散型〉

の連合体として存在していたが， しだいに

「半緊密型」，さらには「緊密型」の連合体へ

と発展して，中国経済全体に対する影響力も

増大しつつある。

以上みてきたように，日本的経営は中国の

自動車工場に導入され，一部は既に定着して

21〕中国国家体改委企業体制司編『工業企業管理

手冊』（改草出版社1989年） 384ページ。

し、るのである。しかし，日本的経営の中国へ

の導入・定着は決して容易なことではなかっ

た。日本的経営の導入を巡って，社会制度面

から管理慣行面に至るまで，実にさまざまな

「衝突」があり，それは時に激しL、ものであ

った。以下，具体的な例を挙げて，これらの

「衝突」を浮彫りにしたい。

(1) 「競争指向」と「安定指向」との衝突

代表的な中国の自動車産業は， ほとんど

「国営企業の管理システム」をとっている。

この管理システムの特質のーっとして，企業

と企業との聞の分業と協業システムが希薄で

あるうえに，企業の機能とコミュニティーの

機能とが未分離で，むしろ企業がコミュニテ

ィーの機能を担っていることが挙げられる。

こうした特質を持つ企業は常に「地域社会に

おける雇用確保と生活の安定」を最重要の任

務としなければならず，市場経済の原理であ

る「競争原理」に対して，一種の本能的な抵

抗機能が働いている。

こうした特質を持つ企業に日本的経営を持

ち込むにあたっては，衝突が生じざるをえな

い。なぜならば， 日本の「終身雇用」制度下

にある労働者は，自分の生活「場」を確保・
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安定させるために，さらに「終身雇用」の枠

内に入るために，激しい競争のなかで常に一

生懸命働かなければならないが，これに対し

て， 「鉄飯碗」を持っている中国の企業労働

者は，雇用の安定を当たり前のことだと考え，

会社に対するロイヤリテイなどは示していな

L、からである。いかに中国の企業労働者に競

争センスと危機意識を持たせ，労働意欲を喚

起させるかが，日本的経営を中国の自動車企

業に導入する際課せられた最初の課題である。

(2) 規律要求と「随心所欲」との衝突

中国の伝統的国営企業の管理システムのも

とで，労働者の労働意欲が希薄であること，

そして，現代産業の歴史がまだ浅いとはいえ，

現代化のセンスを持ち，現代産業の発展に適

応できる，質の高い労働力が相対的に少ない

ことは，日本的経堂が導入される際に直面す

るもう一つの問題である。たとえば， 1988年

以来何度も訪中し，中国の「三資企業」の調

査を行なった丸山伸郎氏は，次のように述べ

ている。

中国の江蘇省にある日系合弁企業にとって，

最初の「悩みは採用した労働者の多くが就労

未経験者であったり，怠惰な国営システムに

染まったものなど，その質があまりにも低い

ことである。このため，労務管理の重点は，

日本的経営の導入以前にいかに組織の規律を

守らせるかといったワークモラーJレの徹底に

あり，タイムカードの導入や勤務評定制度の

導入に頭を使わねばならない段階にある」。22)

また，中国のある自動車合弁会社の日本側

のマネージャーは，次のように言っている。

「中国の自動車工場の労働者は，何でも知っ

ているようですが，言った通りになかなか作

れない。つまり，自信力が高いが，物作りに

は駄目です」。23)

(3) 協働と「持場主義」との衝突

中国の国営企業の組織は，ほとんど「直線

22〕丸山伸郎前掲稿11～12ページ。
23）いすず自動車会社でのヒヤリングによる。

機能別」組織であり， トップダウンの意思決

定パターンをともなっている。また，現場の

職務領域は細分化され，個々人の責任も明確

化されている。これづ特徴を持つ企業にお

いては，各部門聞の交流は少なく，情報の伝

達が妨げられている。時に一つの情報は下か

ら上へ，上から下へ何回も必要のな＼＇ I迂回」
をしなければならない。また，職種聞のロー

テーション制度はほとんどなく，お互いの協

力関係も希薄である。このことは，企業の各

部門聞の交流が類繁に行なわれ，柔軟な職務

構造の中で， OJ Tを通じて従業員を多能工

化する日本的経営方式を中国へ導入する際の

大きな「壁」になっている。この「壁」を越

えるために，両国の経営陣は大変苦労したよ

うである。

(4) 改善活動と「指令主義」との衝突

労働者が工場管理に参加することは，社会

主義の基本理念として唱えている。山中国に

おいても，かつて「両参ー改三結合」（両参：

幹部が労働に参加することと，一般労働者が

管理に参加すること；ー改：非合理的な管理

制度を改革すること；三結合：管理者と技術

者と労働者との三者が親密に結合して，問題

を解決すること〉制度が施行され，「意見箱」

（提案制度〕をもって現場労働者の改善提案

を引き出そうと工夫した。しかし，現場労働

者の文化水準が相対的に低L、一方で，工場の

利益と働いている労働者の利益とあまりにも

かけ離れていたので，労働者の企業に対する

関心があまりなく，以上のような「民主管

理」と「改普活動」の成果もあまりなかった。

「両参ー改三結合」制度であれ「意見箱」で

あれ，単に「名目」だけのものになってしま

う場合が多く，中身はかなり不十分であった。

このことと表裏に，中国の企業の意見決定プ

24〕拙稿「日本的生産システムにおける『人間』
一一日・米・中三か国の生産管理技術の比較
を中心に 」『立教経済学論叢』第38号
(1990年12月〕 38ページ以下参照。
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ロセスもトップ・ダウンの形を取り，下から

情報や意見を汲み上げる制度はほとんどなか

った。

このような状態においては，日本企業の

「改善活動」や，「ボトム・アップJ式意思決
定方法などを導入するとすれば，当然ながら

衝突が生じるのである。 1970年代後半から，

中国の企業が日本のでQC管理技術を導入し

はじめ， 88年までに全国のQCサークルの数

は221万であって，参加メンバーは数百万人

あると言われているが，それほどの成果はな

かったことはその証拠である。また，現存の

Q Cサークノレ内においても， さまざまな問題

を抱えている。たとえば， 日本のダイハツ社

と技術提携関係のある「天津大発汽車公司」

において，提携当初， QCサークノレが導入さ

れたが，サークノレ内で、賞金を巡るトラブルが

頻出し，日本側は大きな挫折感を味わったと

L、う。

日本的経吉を中国へ導入するに当たっては，

さまざまな問題があり，それゆえ大きな衝突

も生じたが，中国の開放路線の深化とともに，

また，日中両国の経蛍管理者の努力もあコて，

日本的経営は中国の工場の中で定着しつつあ

る。ただし，今のところ，導入されるファグ

ターは生産管理の内容が多く，システム化さ

れていない。とは言え，今後中国の「社会主

義市場経済」25】が発展するのにともなし、，日

本的経営を中間へ導入するステップおよび定

着するファクターの内容はもっと大きく，よ

り豊富になるだろうと予測される。

むすびにかえて一一今後の課題

90年代に入り，中国の自動車産業はその離

陸期を迎えてきた。特に92年以降は，最高実

25) 1992年10月12日から18日まで北京で関かれた
中国共産党第14回全国代表大会では，中国共
産党政権が誕生して以来初めて「社会主義市
場経済体制を建立する」とし、う方針が正式に
打ち出された。

力者である郵小平氏の「南巡談話」を契機に少

中国の対外開放のステップが急速に拡大し，

さらに，最近開催された中国共産党第14回全

国大会において， 「社会主義市場経済」の建

設がこれからの中国経済の発展方向として決

められた。これらのことを背景に，既に「国

民経済と社会発展の 10年企画と『8・5』計

画の綱要」の中で定められた計画目標，つま

り，「1995年に 90万台の弁種自動車を生産す

るj26）とLづ計画も変更せざるを得なくなっ

ている。 11官の人口を抱え，大きな市場を有

する中国の自動車産業の発展動向は，当然の

ことながら各方面の関心を引き寄せている。

しかし，現代産業の歴史が浅く，しかもさ

まざまな誤りを犯してきた中国の自動車産業

には，依然として多くの問題が残されている。

この十数年間，多くの外国の自動車生産・製

造技術を導入してきたが，これら導入された

技術をいかに吸収・消化して，自国の技術体

系の中に取り込むかがこれからの中国の自動

車産業に課されている一つの大きな課題であ

る。また，企業集団の結成を通して， 「旧来

の「乱立」「散在」「品効率」の状態がある程

度克服されたものの，これら企業集団に対す

る中央政府，または各省政府の影響力は依然

として強く，経清的原理に基づく真の企業集

団はまだ形成されていない。また，日本的経

営など外国の経営方式が部分的とはL、え3 す

でに中国の自動車企業に導入されているが，

生産管理技術以外，例えば日本の雇用慣行の

ようなものが中国の企業の中に導入され，定

着されるかどうかは，中国の「特色のある現

代化管理システムJの包容性いかんに関わっ
てくる問題である。

中国の自動車産業は，これからさらに多く

の試練を受けなければならない。

26）『中国汽車貿易指南』（経済日報出版社， 1991
年） 11ページ。


